
回答数：105 件

Ｑ１．貴社では「働き方改革」に取り組んでいるか

積極的に取り組んでいる 67

それなりに取り組んでいる 36

取り組んでいない 2

＜以下は、Ｑ１で「取り組んでいる」と回答した方のみ＞

Q２．「働き方改革」はどのような位置付けにあるか

最も重要な経営課題 26

経営課題のひとつ 72

特定の部署・部門の課題 3

現在、検討中 1

特に課題ではない 1

Ｑ３．「働き方改革」を主導しているのは、どの部門か（複数回答）

人事部門 92

経営企画部門 22

各事業部門 19

特別なプロジェクト組織・横断的組織・専門部署等17

情報システム部門 9

業務改革部門 7

その他 4

わからない 0

Q４．どのような体制で「働き方改革」に取り組んでいるか

自社のみで 51

親会社やグループ会社と協働で 42

コンサルティング会社等、外部企業の力も借りて10

その他 0

わからない 0

【日本CHO協会】　「働き方改革」に関するアンケート 　  2019.03

92

22

19

17

9

7

4

0 20 40 60 80 100

人事部門

経営企画部門

各事業部門

特別なプロジェクト組織・横断的組織・専門部署等

情報システム部門

業務改革部門

その他

（件）

最も重要な経営課題

25%

経営課題のひとつ

70%

特定の部署・部門の課題

3%

現在、検討中

1%

特に課題ではない

1%

積極的に取り組んでいる…

それなりに取り組んでいる

34%

取り組んでいない

2%

「積極的に or それなりに

取り組んでいる」

103（件）

⇓

Q2 以降へ

自社のみで

49%親会社やグループ会社と協働で

41%

コンサルティング会社等、

外部企業の力も借りて

10%

その他：

・総務部門

・経営トップ

・各部署ごとに推進リーダー担当

・INTERNAL COMMUNICATION



Q５．「働き方改革」の実現に向けて政府が掲げた、以下９項目についての御社の取り組み状況について

Q５-1）非正規雇用の処遇改善

積極的に取り組み、成果も出てきた 11% 11

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから45% 45

あまり取り組んでいない 35% 35

わからない 10% 10

101

Q５-2）賃金引上げと労働生産性向上

積極的に取り組み、成果も出てきた 12% 12

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから57% 58

あまり取り組んでいない 25% 25

わからない 6% 6

101

Q５-3）長時間労働の是正

積極的に取り組み、成果も出てきた 58% 59

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから37% 38

あまり取り組んでいない 5% 5

わからない 0% 0

102

Q５-4）柔軟な働き方がしやすい環境整備

積極的に取り組み、成果も出てきた 41% 42

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから45% 46

あまり取り組んでいない 14% 14

わからない 0% 0

102

Q５-5-1）病気治療・育児や介護と仕事の両立

積極的に取り組み、成果も出てきた 45% 46

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから38% 39

あまり取り組んでいない 17% 17

わからない 0% 0

102

Q５-5-2）障害者雇用の促進

積極的に取り組み、成果も出てきた 47% 47

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから40% 40

あまり取り組んでいない 13% 13

わからない 1% 1

101

Q5-6）外国人材の受け入れ
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積極的に取り組み、成果も出てきた 17% 17

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから26% 26

あまり取り組んでいない 54% 55

わからない 3% 3

101

Q5-7）女性・若者が活躍しやすい環境整備

積極的に取り組み、成果も出てきた 36% 37

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから50% 51

あまり取り組んでいない 12% 12

わからない 2% 2

102

Q5-8-1）雇用吸収力の高い産業への転職や再就職の支援

積極的に取り組み、成果も出てきた 3% 3

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから12% 12

あまり取り組んでいない 78% 78

わからない 7% 7

100

Q5-8-2）人事育成や、格差を固定化させない教育の充実

積極的に取り組み、成果も出てきた 14% 14

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから55% 55

あまり取り組んでいない 26% 26

わからない 5% 5

100

Q5-9）高齢者の就業促進

積極的に取り組み、成果も出てきた 19% 19

積極的に取り組んでいるが、成果はこれから41% 41

あまり取り組んでいない 39% 39

わからない 2% 2

101
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Q６．多様で柔軟な働き方に関連して、以下の取り組みは行っているか

Q6-1）テレワーク活用等、「働く場所」に関する柔軟な対応

積極的に取り組んでいる 43% 44

取り組んでいる 29% 30

あまり取り組んでいない 21% 22

取り組んでいない 7% 7

103

Q6-2）フレックスタイム・短時間勤務等、「働く時間」に関する柔軟な対応

積極的に取り組んでいる 59% 60

取り組んでいる 28% 29

あまり取り組んでいない 9% 9

取り組んでいない 4% 4

102

Q6-3）複業・兼業の許可や雇用形態の変更等、働き方の選択肢拡大

積極的に取り組んでいる 9% 9

取り組んでいる 19% 19

あまり取り組んでいない 46% 46

取り組んでいない 27% 27

101

Q6-4）多様な人材の活用

積極的に取り組んでいる 28% 28

取り組んでいる 52% 51

あまり取り組んでいない 18% 18

取り組んでいない 2% 2

99

Q6-5）個のニースや事情に対応できる柔軟な人事諸制度

積極的に取り組んでいる 19% 19

取り組んでいる 48% 49

あまり取り組んでいない 30% 31

取り組んでいない 3% 3

102
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Ｑ７．「働き方改革」の成果として、どんな効果が表れてきたか（複数回答）

残業等の時間外労働が減った 67

有給休暇の取得率が上がった 53

従業員の意識が変わってきた 47

在宅勤務やテレワークの利用率が上がった45

オフィス環境や職場環境の整備が進んだ 30

ダイバーシティが進んできた（浸透してきた）29

業務効率や生産性が高まった 26

従業員のモチベーションや満足度が上昇してきた22

コミュニケーションや人間関係が良くなってきた11

離職率が下がった 8

自社に合った、優秀な人材が集まるようになった7

業績が向上した 5

コスト削減が進んだ 5

従業員のスキルアップが進んだ 3

従業員の健康状態が良くなってきた 2

まだ効果はあらわれていない 23

Ｑ８．「働き方改革」を進める上で、従業員の意見をどのような手法で把握しているか（複数回答）

従業員アンケート 30

労働組合や従業員代表との話し合い 24

相談窓口の設置 20

目安箱等の設置 18

個別相談の受付 16

その他 16

特になし 15

Ｑ９．「働き方改革」を進める上での重要課題はどれか（複数回答）

経営陣の理解・意識・行動 30

中間管理職層の理解・意識・行動 24

一般従業員層の理解・意識・行動 20

適正な要員配置・要員確保 18

目標と実施効果の「見える化」や指標の明確化16

人事評価との連動 16

基盤整備のための予算確保 15

その他 1
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その他：

・グローバルサーベイの項目の一つとして定点観測(年１回

・全社横断組織メンバーによる社員ヒアリング

・社長ダイアログ（定期的な少人数意見交換会）の実施

・アンケートは、主にストレスチェック

・事例を共有するナレッジの仕組み導入

・各組織に担当責任者を置き情報収集

・経営層と社員のダイレクトコミュニケーション

その他：

・業務負荷の平準化


